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問題と目的

大学生の休退率　文部科学省（2014）が全国の国公私立大学・高等専門学校 1,163 校から回答を
得た結果によると，大学生の中途退学者数は 79,311 人で，全学生数 2,991,573 人の 2.65％であ
る。また，休学者数は，67,654 人で，全学生数の 2.26％である。この内，私立大学だけで見る
と，中途退学者数は 65,066 人で，全学生数 2,095,198 の 3.11％であった。同様に，休学者数は，
52,798 人で，全学生数の 2.52％であった。これらことから，他の学校種よりも，私立大学におけ
る休退率の高さが伺える。
国の方針　平成 24 年 8 月の中央教育審議会（2012）の『新たな未来を築くための大学教育の質
的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）』にて，予測困難
な時代において生涯学び続け，主体的に考える力を育成することが求められている。その後，平成
30 年 11 月の中央教育審議会（2018）の『2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）』
では，大学における高等教育が目指すべき姿として，個々人の可能性を最大限に伸長する教育に転
換することが挙げられ，「何を教えたか」から「何を学び，身に付けることができたのか」への転
換が必要とされている。その施策として，学生の学修成果に関する情報や大学全体の教育成果に関
する情報を的確に把握・測定し，教育活動の見直し等に適切に活用することが指摘されている。ま
た，各大学が学長のリーダーシップの下で，卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー），
教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー），入学者受入れの方針（アドミッション・
ポリシー）（以下「三つのポリシー」という。）に基づく体系的で組織的な大学教育を展開し，その
成果として学位を与える課程共通の考え方や尺度に則って点検・評価を行うことで，不断の改善に
取り組むことが必要とされている。
以上のように，大学生，特に私立大学における休退率が心配される中，国の方針として予測困難
な時代において生涯学び続けられる人材を育成するためにも，学生が大学に適応し，休退学に陥ら
ないように支援することは大学の責務として重要であると考える。そこでまず，適応について整理
し，本研究における目的を以下に記した。
適応感を構成する要素　これまでに学校適応感を測定するための尺度がいくつか開発されてきた。
酒井・菅原・眞榮城・菅原・北村（2002）は「教室での反抗的気分」「教室での不安な気分」「教
室でのリラックスした気分」の 3 側面を提唱している。岩崎・牧野（2004）は「人間関係」「逸脱」
「学校好き」の 3 因子を指標としている。大久保（2005）は，「居心地の良さ」「課題・目的の存在」
「被信頼・受容感」「劣等感の無さ」の 4 因子を指標としている。大対・大竹・松見（2007）は「満
足感」「不安感」「達成感」「孤独感」「ストレス」の 5 つの指標を提唱している。石本（2007）は「学
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校生活享受感」「自己肯定感」の 2 つの尺度を指標としている。岩瀧（2007）は「友だちとの関係」「教
師との関係」「学習」「部活動」の 4 つの指標を提唱している。これらの適応感尺度を踏まえた上で，
石井・井上・沖林・栗原・神山（2009）は，多面的に捉えることの重要性を意識しつつ，学校適
応感への学校外環境の影響を反映した適応感を含む学校適応感尺度の必要性を述べ，小学生から
高校生までを対象とした学校適応感尺度（Adaptation Scale for School Environments on Six 
Spheres：以降 ASSESS）を開発した。ASSESS は，「生活満足感」「教師サポート」「友人サポート」
「向社会的スキル」「非侵害的関係」「学習的適応」の 6 つの因子から成り，虚偽尺度項目 4 つを含め，
全部で 34 項目の質問紙調査である。ASSESS は山田・米沢（2011）が小学生・中学生を対象に
調査をした結果，モデル適合度，内的整合性，再検査信頼性，基準関連妥当性が確認されている。
大学生の適応感に影響を与える要因　大学生を対象に適応感と影響する要因を検討した研究もあ
る。中村・松田（2013）では，大学生 574 名を対象に質問紙調査を実施して，大学不適応1 や大
学満足度，就学意欲に影響する要因を検討した。その結果，大学不適応に対して「授業理解の困難
さ」と「入学目的の明確さ」が直接影響する要因である一方で，「友人関係」は「大学への帰属意識」
を媒介して間接的に影響を持つことが示唆された。また，大学満足度に対して「友人関係」「入学
目的の明確さ」「教員への好感」が直接影響する要因である一方で，「施設設備の充実」は「大学へ
の帰属意識」を媒介して間接的に影響を持つことが示された。これらの結果から，大学生の学校適
応を促すために，授業理解を促すような働きかけと，友人関係を築きにくい学生への環境支援，入
学目的の明確化をはかるために高等学校に対する広報活動および入試方法への工夫，学生の視点で
施設設備を進めること，および教員が好感を持てるよう教育研究両面において努力することの必要
性などが考察された。
本研究の目的　本学ではこれまで ASSESS を用いて，大学生にも活用が可能であることが検証さ
れてきた（石井・酒井・山崎・道法，2016；石井・酒井・森川・山崎・道法，2018）。そこで本
研究では，この ASSESS を用い，大学生の休退学予防のために大学教員が行なっている支援・取
り組みにはどういったものがあり効果的か，大学教員への調査も行うことで，量的だけでなく質的
にも検討することを目的とした。

方法

調査 1　学校適応感尺度

調査対象者：本研究の調査対象者は 2019 年に A 大学および A 短期大学部の 8 学科に入学した学
生 590 名（大学 357 名，短大 233 名）であった。
調査時期：2019 年 5 月と 1 月に実施。
調査内容：学校適応感尺度（石井ら，2009）の 34 項目の質問項目のうち，教師サポートの「先生」
を「チューター」と置き換えて使用した。
調査手続き：各学科において全学生が参加する授業中に，記名配付式質問紙調査を実施した。実施
の際は，書面と口頭で，成績とは関係ないことや，回答は自由であること，個人については統計的
に処理される旨が伝えられた。回答後は封筒に入れて回収し，専門業者によってデータ入力の処理
が行われた。

1 大学不適応は「大学をやめようかと思ったことがある」など，大学満足度は「この大学に入って正解だったと思う」
など，就学意欲は「大学で学ぶことによって，自分の学力をさらに向上させたい」などから構成される 14項目，6
件法であった（中村・松田，2013）。
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調査 2　教員の対応調査

調査対象者：A 大学に勤務し，1 年生のチューターを担当する常勤教員 52 名。
調査時期：2020 年 2 月 1 日～ 2 月 5 日
調査内容：所属学科，学校適応感尺度の実施結果について，気になるチューター学生（3 名まで）
について学籍番号，学生の現在の状況，学生にした支援を尋ねた。学生の現在の状況は「出席・
登校の問題なし」「休みがち」「休学」「退学」「休学か退学等検討中」の 5 つから選択する方式であっ
た。学生にした支援は「集団での相談・話し合いの機会を設けた」「保護者面談」「人間関係の相談」
「学習相談」「障害疾病等の相談」「規範指導（修学状況や問題行動等への指導等）」「学科内配慮
依頼（他教員等に周知）」「学科内支援依頼（他教員等に周知）］」「学内外専門機関連携（ウェル
ネスセンターやハラスメント委員，病院，警察等）」「そのほかの支援」の 10 個の質問項目について，
「実施していない」「1 回実施した」「2 回実施した」「3 回以上実施した」の 4 つから選択する方
式であった。
調査手続き：教員に対して google forms の回答リンクが記されたメールが，学内メールへ一斉送
信された。また，回答フォームの説明部分において，回答は自由意志の元に行い，チューター個人
を評価するためのものではなく，賞罰等とは関係がないこと，回答結果は統計的に処理され，個人
が特定されないように配慮して，報告書や論文などの形で，学内外に発信する旨が示された。
以上の調査において，本研究の目的から，調査 2 で回答のあった学生を調査 1 の事前事後の結果

と付け合せ，調査 2 の学生にした支援と事前事後の学校適応感尺度の結果について分析を行った。

結果

調査 2 の結果，38 名の教員から回答があり（回収率 73％），気になる学生について述べた数は，
最大である 3 名述べた教員が 8 名，2 名述べた教員が 8 名，1 名だけ述べた教員が 8 名の合計 24
名であり，合計 48 名の学生について回答が得られた。調査 2 より 48 名の現在の状況は，出席・
登校の問題なしが 26 名（54％），休みがちが 18 名（33％），休学が 3 名，休学か退学等検討中が
1 名であった。
この 48 名の学生のうち，今回の対象である新入生以外の学生が 6 名，学籍番号が伏せられた学
生が 3 名，調査 1 の事前事後調査に欠損のあった学生が 9 名いたため，これらを除いた 30 名の学
生について，以下でさらに分析を行った。
まず，30 名に対する教員の支援は，少なくとも 1 回以上実施している回数について見ていくと，

学習相談が 30 名中 26 名の学生にしており一番多く，傷害疾病等の相談や学内外専門機関連携，
およびそのほかの支援が 7，8 名と少ないことが分かった（Table1）。
次に，これらの支援が実際の学生の学校適応感の変化と関係があるか検討するために，学生の

学校適応感尺度の事後から事前の値を引いた変化量と教員の各支援との相関について検討した
（Table2）。その結果，教師サポートの変化量と 1「集団での相談・話し合いや学習相談」におい
て低い正の相関（r <.33，<34）が，友人サポートの変化量と 4「学習相談」において低い正の相
関（r <.27）が，向社会的スキルの変化量と 3「人間関係の相談」において低い正の相関（r <.28）
が，さらに対人的適応の変化量と 4「学習相談」および 8「学科内支援依頼」において低い正の相
関（r <.28， <.30）が確認された。一方で，非侵害的関係の変化量と 2「保護者面談」，7「学科内
配慮依頼」，8「学科内支援依頼」および 10「そのほかの支援」において，中程度の負の相関（r < 
- .44， < - .43， < - .52， < - .42）が，学習的適応の変化量と 4「学習相談」において中程度の負の相
関が（r < - .43）確認された。さらに，生活満足感の変化量と 6「規範指導」，7「学科内配慮依頼」
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および 10「そのほかの支援」において低い負の相関（r < - .37， < - .26， < - .31）が，友人的適応
の変化量と 10「そのほかの支援」において低い負の相関（r < - .35）が，非侵害的関係の変化量と
5「傷害疾病等の相談」において低い負の相関（r < - .39）が確認された。

Table1　各支援における回数ごとの教員数（単位：人）

Table2　学校適応感の変化量と教員の各支援との相関係数

考察

効果的な支援　Table2 において教師サポートの列に着目すると，教師サポートが高くなった学生
は，「集団での相談や話し合い」や「学習相談」を多くした学生であることがうかがえる。つまり，
これらの支援方法は，学生にとってしっかりと教師サポートとして認知されていることを示唆する。
また，対人適応の列に着目すると，「学科内配慮依頼」では有意な相関が認められなかったのに対し，
「学科内支援依頼」では低い正の相関が認められた。このことから，学生が対人面で適応するため
には，学科内で情報を共有し配慮を依頼するだけでなく，支援まで依頼することが効果的であるこ
とを示唆する。大学ではチューター制を導入しているが，場合によっては，チューター以外の教員
からの支援を積極的に奨励する必要が考えられる。
支援が追いつかないニーズ　Table2 において非侵害的関係の列に着目すると，「障害疾病等の相談」
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と低い負の相関が，「保護者面談」「学科内配慮依頼」「学科内支援依頼」「そのほかの支援」と中程
度の負の相関が示された。このことは，色々な支援を尽くしたが，十分ではないか，適切ではない
ことを示唆している。大学生の中にはこれまで色々な失敗や被害経験を積み重ねてきた学生もおり，
場合によってはより専門的な支援が必要なのかもしれない。しかし，「学内外専門機関連携」もど
ちらかというと負の相関の傾向（r = - .20）を示していることから，そもそもその学生の支援ニー
ズを的確に把握できていないことも考えられる。非侵害的関係とは，「仲間に入れてもらえないこ
とがある」「陰口を言われているような気がする」といった項目から成り立つ。前者であれば孤立
しがちな学生が想像できるが，後者であれば被害妄想の可能性も考えられる。これらの特徴がある
学生に対する大学教員の支援力や専門性がまだ低いことが示唆された。同様の結果は学習的適応につ
いても述べられる。Table2 において学習的適応の列を見ると，「学習相談」をしている学生の適応
は下がっている。つまり，教員は学生の学習的適応が十分ではないことを理解して支援までしている
が，その支援が十分ではないことがわかる。このことは，中村・松田（2013）が指摘した大学生の
大学不適応の要因と共通することからも，大学を超えて対策を講じるべき課題であると考えられる。
最後に，ASSESS において，不登校予防などの観点から一番重視される生活満足感の列に着目

すると，これもどの値も無相関か低い負の相関が認められた。このことから，要配慮学生だと認識
はしているが，大学教員の支援力では十分ではないことが示された。
以上の考察をまとめると，大学教員，特にチューターは休退学等の配慮が必要な学生に気づけて
いるようで支援もしているが，その支援の専門性か適切性が十分ではないようで，結果的に適応感
は下がる傾向が高いということである。ただし，学科内で支援依頼をするなど，チューター個人で
抱えないことなど，支援の可能性も示唆された。
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